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おいて、対象となった資格・検定は 21 と極めて限定的であり、また 23 頁という紙幅の関
係から、報告書では実態の概要報告に主眼が置かれ、なぜ大学においてこうした資格・検
定の取得支援が行われているのか、その背景の考察は十分なされているとは言いがたい。 
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によれば、1999 年 4 月 1 日現在、国家資格は 280 あり、その内訳は業務独占資格 114、
必置資格 122、名称独占資格 44 である。また所管省庁に関しては、厚生省が最も多く 74
資格、次いで労働省が 66 資格、運輸省の 45 資格となっている（総務庁行政監察局 2000：
前掲書：8）2)。これら 3 省の所管だけで国家資格の約 66％を占めており、その対象は、
医療、工事、旅客の運転・整備に関わるものが大半である。このように国家資格の大半が 
 
表 1 国家資格の分類 
 出典：総務庁行政監察局（2000：3） 
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4-2  調査結果 
調査の結果、資格・検定講座を掲載している大学は、178 校中 147 校（約 82％）であっ
た。なお資格・検定講座を掲載した 147 校のうち、１校あたりの掲載資格・検定数は 2～
34 資格・検定と幅があった。しかし、15 資格・検定以上の資格・検定講座を掲載してい









校）の大学が掲載している。以下、上位 10 位まで資格・検定名称を見ていくと、2 位は名
称独占の国家資格である「情報処理技術者[初級シスアド、基本情報処理技術者、ソフトウ
ェア開発技術者]（108 校が掲載）」、3 位は語学関連の民間資格である「TOEIC（87 校が
掲載）」、4 位は流通業界唯一の公的資格と言われる「販売士検定（85 校が掲載）」、5 位は
パソコンのソフトウェア会社の１つであるマイクロソフト社が主宰する民間資格
「Microsoft Office Specialist[MOS]およびその旧名称 Microsoft Office User Specialist
「MOUS」（77 校が掲載）」、6 位は不動産業に関わる必置の国家資格である「宅地建物取 
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1 119 簿記検定[日商]および簿記能力検定[全経] 公的 経営・管理・労務・金融
2 108 情報処理技術者[初級シスアド、基本情報処理技術者、ソフトウェア開発技術者]　※３ 国家・名称独占 コンピューター・ＯＡ機器操作
3 87 TOEIC 民間 語学・翻訳・通訳
4 85 販売士検定 公的 経営・管理・労務・金融
5 77 Microsoft Office Specialist[MOS]およびその旧名称Microsoft Office User Specialist[MOUS] 民間 コンピューター・ＯＡ機器操作
6 75 宅地建物取引主任者 国家・必置 建築・土木・不動産・農畜産
7 65 秘書技能検定 公的 経営・管理・労務・金融
8 64 旅行業務取扱主任者 国家・必置 航空・船舶・運輸・通信
9 62 ファイナンシャルプランナー[ＦＰ技能士] 国家・名称独占 経営・管理・労務・金融
10 54 行政書士 国家・業務独占 司法・警察・消防・防衛
11 48 福祉住環境コーディネーター 民間 建築・土木・不動産・農畜産
12 42 税理士 国家・業務独占 経営・管理・労務・金融
13 41 ファッションコーディネート色彩能力検定 公的 教養・ファッション




18 30 司法試験 国家・業務独占 司法・警察・消防・防衛
19 29 ホームヘルパー 国家・名称独占 医療・衛生・社会福祉






22 20 実用英語技能検定 公的 語学・翻訳・通訳
23 18 司法書士 国家・業務独占 司法・警察・消防・防衛
24 17 カラーコーディネーター 民間 教養・ファッション
25 16 インテリアコーディネーター 民間 教養・ファッション
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Linux  Professional Institute Certification／XML認定資格／ＩＣ３／eコミュニケーション検定／
Professional Engineer[PE]・Fundamentals of Engineering[FE]／コンピューター会計能力検定
コンピューター・ＯＡ機器操作
福祉事務管理技能検定／サービス介助士／ボランティア通訳検定／

















※1：資格・検定の認定主体における「公的資格」とは、2003 年 1 月 1 日現在に「民間技能審査事業認定制度に基づく資格」に掲載さ










引主任者（75 校が掲載）」、7 位は公的資格の「秘書技能検定（65 校が掲載）」、8 位は必置
の国家資格である「旅行業務取扱主任者（64 校が掲載）」、9 位は金融関連の名称独占の国
家資格である「ファイナンシャルプランナー[FP 技能士]（62 校が掲載）」、10 位は司法関
連の業務独占の国家資格である「行政書士（54 校が掲載）」である。 
次に、資格・検定講座の対象となった資格・検定の認定主体に注目しよう。上位 20 資格・
検定に目を向けると、国家資格が 11、公的資格が 4、民間資格が 5 と、国家資格が半分を
占めている。しかし上位 5 資格・検定に限ってみると、国家資格は 2 位の情報処理技術者
のみであり、ほかの４つは公的および民間資格である。また上位 20 位内に登場した 11 の 
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最も多く掲載された資格・検定の分野は「コンピュータ ・ーOA 機器操作（44 資格・検定）」、
次いで「経営・管理・労務・金融（25 資格・検定）」「医療・衛星・社会福祉（15 資格・
検定）」である。ただし「コンンピューター・OA 機器操作」分野の 44 資格・検定のうち、
17 資格・検定は 1 校のみでしか掲載されていない。コンピューター関連の資格・検定は、
ハードウェア、ソフトウェア会社が様々な資格・検定を設けており、細分化された多数の
資格・検定がひしめきあっている様相がここにも表れている。 
また、資格・検定講座の対象分野として「経営・管理・労務・金融」は 2 番目に多い分 
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こととなった（1991 年 6 月 5 日、文部省告示第 68 号「大学設置基準第 29 条第 1 項の規
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定により、大学が単位を与えることができる学修を定める件」）。その後、本告示は 1999
年に一部改正され、大学が単位認定を行うことができる資格・検定の範囲に TOEFL、
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試験ガイド『国家試験資格試験全書』があげられる。同書 1993 年～2001 年版の各年版では、大学
の「資格」取得支援体制が紹介されている。1997 年、同社が全国の私立大学・短期大学を対象に行
ったアンケートでは、正課のカリキュラムとは別個に「資格」取得を目的とした課外講座を設けてい
る機関は、大学ではアンケートに回答した 240 校中の 46.6%、短大では 263 校中の 34.5%であった
という。 
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2) 総務庁行政監察局による報告書は省庁再編前に発行されたため、所管省庁名は旧省庁名で記載されて
いる。なお、2003 年１月１日現在、国家資格の数は 293 である(出典は中央教育審議会生涯学習分科
会第 20 回資料 3「国家資格一覧」)。 
（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/siryou/001/03072901/003/001.htm） 
3) 出典は中央教育審議会生涯学習分科会第 20 回資料 3「民間技能審査事業認定制度による資格一覧」。
（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/siryou/001/03072901/003/002.htm） 






















私大全体は 72.5%であるのに対し、商学部では 32.2%、経済学部では 42.6%、経営学部では 58.9％と
なっている。（なお教育学部は 96.5％、法学部は 63.9％、文学部は 61.1%）。大学設置基準の大綱化以
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のトップ 3 は「コンピューターなど IT スキル（50.9％）」、「英語など語学スキル（44.6％）」、「会計・
財務・金融知識（24.8％）」であった（朝日新聞社 2002：45）。 




が整っている（81.9％）」と続き、「在学中にいろいろな資格を取得することができる」は 5 番目で 79.2％
であった。8 割近い高校生が在学中の「資格」取得を大学選択時に重視する点として選択している。  
また濱名（2000）は 1989 年、1996 年、1999 年に高校生を対象に行った進学意識調査を比較して
いる。進学理由として「資格を取得するため」を選択した男子は、1989 年の 18.4％から 1996 年には
15.3％に、1999 年には 31.7％と増加している。また女子に関しても、1989 年には 42.1％、1996 年






14) 学習活動を促進させるものとして技能検定に寄せる期待は、2008 年 2 月に出された中央教育審議会
答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について－知の循環型社会の構築を目指して」にお
大学教育年報 第 4 号 2008 年 3 月 































大学教育年報 第 4 号 2008 年 3 月 
 - 55 - 







告―その 2」『広告月報』2002 年 11 月号、44－51 頁。 
朝日新聞社（2003）「進学意向者が大学に期待すること－『第 14 回大学プロフィル調査』より」『広告月
報』2003 年 1 月号、40－45 頁。 
岩脇千裕（2004）「大学新卒者採用における「望ましい人材」像の研究―著名企業による言説の二時点比
較を通して」『教育社会学研究』第 74 集、309－327 頁。 
自由国民社、『国家試験・資格試験全書』、1993 年版～2006 年版までの各年版。 
河野志穂（2006）私立大学における資格・検定取得支援の類型と資格・検定取得の意義－経済・経営・
商学系 4 年制私立大学の大学案内にみる－」『新しい時代における大学と産業社会との相関システムの
構築に関する調査研究』最終報告書、国立教育政策研究所、79 頁－101 頁。 
国立教育政策研究所（2003）『大学・短期大学における資格取得の実態に関する全国調査―新しい時代に
おける大学と産業社会との相関システムの構築に関する調査研究 中間報告書 2』。 
濱名篤（2000）「学生の教育期待の変容と大学評価」『高等教育研究』3 号、125－146 頁。 
平田純一（2003）「経済学検定試験（ERE）の活用（<小特集>検定・能力試験の教育効果）」『大学時報』
2003 年 11 月号、74－77 頁。 
六車正章（2005）「大学における資格の単位認定の現状―全国大学調査の集計・分析から」『大学評価・
学位研究』第 2 号、19－46 頁。 
生田目康子（2000）「資格取得にみる学生の意識調査」『小松短期大学論集』第 12 号、13－26 頁。 
日本私立大学連盟（2003）『「第 11 回学生生活実態調査」集計報告書』。 
日経リサーチ（1995）『大学改革の今後の課題についての調査研究報告書－文部省委託研究』。 




大学教育年報 第 4 号 2008 年 3 月 
 - 56 - 




『教育社会学年報』第 6 号、広島大学大学院教育学研究科教育社会学研究室、１－16 頁。 
八代尚宏編（2000）『社会的規制の経済分析』、日本経済新聞社。 
 
（本稿は、2004 年度早稲田大学大学院文学研究科に提出した修士論文の一部を加筆修正し、ま
とめたものである。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
